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都市型サービス産業としての鉄道業 









けて一気に膨れ上がり、1932(昭和 7)年に北豊島、荏原、豊多摩、南葛飾、南足立の 5 郡
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1882(明治 15)年  0 歳 長野県小県郡青木村生まれ 
1906(明治 39)年 14 歳 東京高等師範学校(現・筑波大学)英語部卒業 
1911(明治 44)年 29 歳 東京帝国大学(現・東京大学)法学部卒業、農商務省に入省 
1913(大正 02)年 31 歳 鉄道院(後・鉄道省)に転じる 
1920(大正 09)年 38 歳 武蔵電気鉄道(後・東京横浜電鉄)、常務取締役に就任 
1928(昭和 03)年 46 歳 目黒蒲田電鉄、専務取締役に就任 
1936(昭和 11)年 54 歳 東横電鉄、目蒲電鉄両社、社長就任 
1939(昭和 14)年 57 歳 東横電鉄、目蒲電鉄が合併し、東横電鉄に 
1941(昭和 16)年 59 歳 東京商工会議所、副会頭就任 
1942(昭和 17)年 60 歳 東横電鉄、小田急電鉄、京浜電鉄が合併し、東京急行電鉄に 
1944(昭和 19)年 62 歳 運輸通信大臣就任 
1944(昭和 19)年 62 歳 京王電気軌道(現・京王電鉄)を東京急行電鉄が合併 
1947(昭和 22)年 65 歳 公職追放 
1948(昭和 23)年 66 歳 東横百貨店、京王帝都電鉄、小田急電鉄、京浜急行電鉄を分離 
1951(昭和 26)年 69 歳 追放解除、東急相談役就任 
1952(昭和 27)年 70 歳 東急、会長就任 
1953(昭和 28)年 71 歳 『多摩田園都市計画(城西南地区開発計画)』を発表 
1953(昭和 28)年 71 歳 東急不動産を設立、会長就任 
1958(昭和 33)年 76 歳 白木屋と東横百貨店が合併 
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と入省するが、山本権兵衛内閣の緊縮財政政策により同法の施行が 3 年間延期されてしま





























 Hosei University RepositoryUniversity Repository
 5

















正 11)年 9 月、荏原電鉄の専務取締役に就任する。社名も荏原電気鉄道から目黒蒲田電気鉄
道へと改めた。 
1923(大正 12)年 3 月、目黒蒲田電鉄は、目黒－丸子間 8.3 キロメートルの開通にこぎつ








は一日平均 1 万人程度だった乗客数は、翌 1924(大正 13)年度には 2 万 4 千人、25(大正 14)
年度には 3 万 4 千人、26(大正 15)年度には 5 万人と、増勢の一途を辿った。 




丸子多摩川－神奈川間 15.2 キロは、1926(大正 15)年 2 月に完成し、営業を開始する。 
慶太は、東京横浜電鉄と目黒蒲田電鉄の路線を開通させるとともに、この 2 つの会社の
経営の実権を手中に収めた（図表 1）。そして、自らが陣頭に立って、この 2 社の新規鉄道










       図表―1  目黒蒲田電鉄と東京横浜電鉄の開業路線 
     
年月日 路線 区間 距離 備考 
1923 年 03 月 11 日 目蒲電鉄目黒線 目黒－丸子 8.3kｍ  
1923 年 11 月 01 日 目蒲電鉄蒲田線 丸子－蒲田 4.9kｍ目蒲線全通 
1926 年 02 月 14 日 東横電鉄神奈川線 丸子多摩川－神奈川 15.2kｍ  
1927 年 07 月 06 日 目蒲電鉄大井町線 大井町－大岡山 4.8kｍ  
1927 年 08 月 28 日 東横電鉄渋谷線 渋谷－丸子多摩川 9.1kｍ渋谷－神奈川間開通 東横線と呼称 
1928 年 05 月 18 日 東横電鉄 神奈川－高島 966m  
1929 年 11 月 01 日 目蒲電鉄二子玉川線 自由ヶ丘－二子玉川 4.0kｍ 
1929 年 12 月 25 日 目蒲電鉄二子玉川線 大岡山－自由ヶ丘 1.6kｍ大井町－二子玉川間全通 大井町線と呼称
1932 年 03 月 31 日 東横電鉄 高島町－桜木町 1.3kｍ東横線(渋谷－桜木町間 26.3k)全通 
    出所：東京急行電鉄[1973]より筆者作成
     






















しかった企業の買収や合併、いわゆる M＆A をその手段として利用している。 
 1934(昭和 9)年、目黒蒲田電鉄は、池上電鉄の総発行株数 14 万株の内、大株主であった
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ていた広大な土地はこの計画に必須のものだった。株式取得から 1 年半後の 1938(昭和 13)
年 4 月、東京横浜電鉄は玉川電鉄を合併した。そして、1939(昭和 14)年 10 月、東京横浜電

























 1941(昭和 16)年 9 月に小田急電鉄社長、同年 11 月に京浜電気鉄道社長に就任すると、翌
42(昭和 17)年 5 月には、東京横浜電鉄(5 路線、79.5 キロ)、小田急電鉄(3 路線、122.9 キロ)、
京浜電気鉄道(4 路線、67.6 キロ)の 3 社を合併し、合併後の東京急行電鉄社長に就任した。 
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図表―2   1941 年 8 月時点での東急の関係会社 
 
関係会社一覧 
・京浜電鉄 ・湘南電鉄 ・東京高速 ・京浜地下鉄道 ・東京地下鉄道 
・京浜湘南証券 ・小田急電鉄 ・南武鉄道 ・東京環状乗合 ・富士山麓電鉄 
・東都乗合 ・鳩ヶ谷自動車 ・東京交通 ・後楽園スタジアム ・新京第一ホテル 
・東京宝塚劇場 ・大阪電軌 ・参宮急行電鉄 ・東武鉄道 
出所：東京急行電鉄[1973]より筆者作成
                             
総営業キロ数 270 キロ、1 日の平均乗車人員 136 万 3,336 人を数える路線が慶太の管轄下
となっていた。この年の「関係会社一覧」を見ると、それらは鉄道に留まらず、バス、ホ
テル、劇場などあらゆる分野にわたっていることがわかる（図表 2）。 














任する。また、慶太は、第二次世界大戦中の 1944(昭和 19)年 2 月から東条英機内閣で運輸
通信大臣に就いていた。運輸通信省は、戦時中に鉄道省と逓信省を統合して発足した省庁
で、慶太が大臣を務めたのはわずか 5 ヶ月間という短い期間ではあったが、東条内閣で大
臣を務めたことが災いして 1947(昭和 22)年 8 月公職追放となり、それから 4 年間にわたり
















そして不動産事業など幅広い。1951(昭和 26)年 8 月、五島慶太は追放解除となると、すぐ
さま東急電鉄の会長に復帰するとともに、これらの事業の拡大へと邁進する。 
 慶太は、戦前から東京・渋谷に東横百貨店を開業し、すでにデパート経営に進出してい

























 五島慶太は、1959(昭和 34)年 8 月、77 歳にしてその生涯を閉じる。会社数 70 社、年間
売上 700 億円余り、従業員数 3 万 3,000 人を超す東急グループは、慶太の後継者としてす
でに東急電鉄の社長に就任していた長男・五島昇に託された。 
その最晩年、慶太は『多摩田園都市計画』に情熱を注いだ。この計画は、東京南西部に
位置する多摩丘陵一帯の土地 500 万坪(約 1,650 万㎡)を、鉄道の新設と一体化する形で開発
しようという都市計画で、国家事業にも匹敵する一大構想であり、規模でもあった。 
 1953(昭和 28)年 1 月、慶太による城西南地区開発趣意書の発表を起点として始まった都
市計画は、59(昭和 34)年に野川第一地区(川崎市宮前区)の土地区画整理事業に着手したの
を皮切りに、53 地区 2,983 万㎡を開発し、2006(平成 18)年 3 月の犬蔵地区（川崎市宮前区）
の土地区画整理事業の完了によって、開発はひとつの区切りを迎えている。 
 一方で、1966(昭和 41)年に溝の口―長津田間が部分開通した田園都市線は、84(昭和 59)
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1889(明治 22)年  0 歳 滋賀県愛知郡八木荘村生まれ 
1902(明治 35)年 13 歳 八木荘小学校高等科卒業、農業に従事 
1913(大正 02)年 24 歳 早稲田大学政治経済学部卒業 
1917(大正 06)年 28 歳 長野県東長倉村で区有地 60 万坪を購入、沓掛遊園地を設立 
1919(大正 08)年 30 歳 神奈川県箱根町強羅で土地 10 万坪を購入、以後仙石原など箱根
町で土地購入 
1920(大正 09)年 31 歳 箱根土地開発(後・国土計画興業、コクド)を設立 
1924(大正 13)年 35 歳 衆議院議員、初当選 
1926(大正 15)年 37 歳 箱根土地開発が国立学園都市の分譲を開始 
1928(昭和 03)年 39 歳 多摩湖鉄道設立 
1932(昭和 07)年 43 歳 武蔵野鉄道(後・多摩湖鉄道、西武鉄道と合併し西武農業鉄道、現・
西武鉄道)の経営に参画 
1940(昭和 15)年 51 歳 京浜デパート所有の「菊屋」を買収し、武蔵野デパート(現・西武
百貨店)に改称 
1943(昭和 18)年 54 歳 旧・西武鉄道を買収 
1946(昭和 21)年 57 歳 公職追放 
1951(昭和 26)年 62 歳 追放解除 
1953(昭和 28)年 64 歳 衆議院議長、就任 
1957(昭和 32)年 68 歳 三男・義明が国土計画興業の代表取締役に 
1961(昭和 36)年 72 歳 次男・清二が西武百貨店の代表取締役に 
1964(昭和 39)年 75 歳 死去 
 
 




 堤康次郎は、1889(明治 22)年 3 月 7 日、滋賀県愛知郡八木荘村の農家に父・猶治郎、母・
みをの長男として生まれた。4 歳のときに猶治郎が急死したため、祖父・清左衛門と祖母・

























































 1914(大正 3)年 11 月からは、大隈重信の公民同盟という組織において、『公民同盟叢書』




















始めた。地元の地主などから 2,667 坪(約 8,000 ㎡)を買い付けたのが最初であり、その後数
年間はこれらを売却することなく土地の買い付けを続け、1919(大正 8)年末には一帯で









東長倉村沓掛区の区有地 60 万坪(約 200 万㎡)を 3 万円で購入する。これと同時に、康次郎
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は、資本金 20 万円(払込 5 万円)で沓掛遊園地株式会社を設立した。康次郎が計画した土地
付き別荘は、「簡易別荘」と呼ばれた中産階級向けのもので、販売価格は土地 100 坪・建物








 箱根については、1919(大正 8)年、康次郎は箱根・強羅地区で山林 10 万坪を購入し、続




 1920(大正 9)年 3 月、康次郎は資本金 2,000 万円(払込 500 万円)で箱根土地株式会社(後・
国土計画興業、現・コクド)を設立する。同社は、箱根の開発を担うのみならず、軽井沢の
開発も同社に移管され、その開発規模は一段と大きなものとなった。箱根土地の所有する
土地は、設立からわずか 1 年余り後の 1921(大正 10)年 5 月時点で、箱根方面に 269 万坪、
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したことから「文化村」の名称を使用するに至った。第 1 回の分譲は、それまで康次郎個
人が購入してきた所有地を縁故者向けに販売したもので、29(昭和 4)年にかけて計 5 回の分



























 堤康次郎は、「元来土地の開発と交通機関とは、不可分の関係にあるものだ」(堤 1957)と 
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 しかしながら、戦後の 1946(昭和 21)年、ＧＨＱによる軍国主義者の公職追放と超国家主
義団体の解散が指令されると、康次郎はその該当者として追放指示を受ける。追放解除と
なって政界に復帰するのは、1952(昭和 27)年の第 25 回総選挙のときのこととなった。改進



































見宮家の 4 家と、李王家が、康次郎にその邸宅地を託す結果となっている（図表 4）。しか
しながら、康次郎は宮家の邸宅地買収にあたって、極めて不透明な手法をとっていた。北 
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     図表―4  西武グループの旧・宮家所有資産 
   
  譲渡年月日 その後の使用形態 
朝香宮別邸 1947/08/12 千ヶ滝プリンスホテル 
朝香宮邸 1950/10/07 東京都庭園美術館(西武鉄道が買収後、都に転売) 
竹田宮邸 1951/02/07 高輪プリンスホテル 
北白川宮邸 1953/07/24 新高輪プリンスホテル 
東伏見宮別邸 1954/01/07 ホテルニューオータニ 




   
白川邸のケースでみると、12,000 坪の土地の購入代金 9,600 万円は、内金などとして 1,500
万円を支払っただけで、残額は支払猶予金として年 1 割の利息を支払うだけという形式と










 堤康次郎は、1964(昭和 39)年 4 月、「人生で最高の仕事」だと考えていた衆議院議員とし
て、現職のまま 75 年間のその生涯を閉じる。1957(昭和 32)年に三男・堤義明を国土計画興
業の代表取締役に、次いで 1961(昭和 36)年には義明の異母兄弟である次男・堤清二を西武
百貨店の代表取締役に就任させることで、それぞれの事業の後継者を明確にしていた。ま
た、第二次世界大戦の開戦 1 年後の 1942(昭和 17)年 12 月 8 日には、『家憲』を残していた。
そこでは、堤家の相続人には、財産を「私有財産として与へるもの」ではなく、それは「堤
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おわりに 


























 一方で、その企業経営においては、人材の登用、資本政策の 2 点において対照的であっ
た。人材面において慶太は、積極的に官僚出身の人間を重用する。グループの枢要なポス
トは、鉄道省、内務省、大蔵省や海軍省から慶太が直接ヘッドハントしてきたメンバーが































宮本又郎[1999]『日本の近代 11 企業家たちの挑戦』中央公論新社 
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